



































































































仮説 1 ：　 「働き方改革関連法」を受けて、大企業は取組の強弱に関わら
ず実施していると従業員は認識している。
仮説 2 ：　 新興の大企業（設立年数が比較的若い企業を想定）の従業員は、
「働き方改革関連法」関連の取組によって職場環境が改善して
いると認識している。
仮説 3 ：　 以前から労働環境整備を行っている大企業（日本有数の規模を
持つ企業を想定）の従業員は、「働き方改革関連法」を受けて
の企業取組の本質的な変化は少ないと認識している。















　 3 章で設定した 4 つの仮説を検証するために、表 2 に示す調査質問を設
けた。企業における「働き方改革関連法」に沿った取組と従業員の活動に
対する理解と認識を問う質問群である。
　表 2 に示した調査質問を、表 3 の対象者にヒアリング及びアンケートに










「 1 .全く実施していない」〜「 5 .積極的に実施している」のうち、最も
当てはまる数字ひとつに○を付けてください。
（ 2 ） （ 1 ）にて「 2 、 3 、 4 、 5 」に○を付けた方にお伺いいたしますその取組の内容について具体的にお教えください。
（ 3 ） （ 1 ）にて「 2 、 3 、 4 、 5 」に○を付けた方にお伺いいたしますその取組によって以前より良くなったことについて具体的にお教えください。
（ 4 ）
（ 1 ）にて「 2 、 3 、 4 、 5 」に○を付けた方にお伺いいたします
その取組の改善すべき点はあるでしょうか。もしあれば具体的に教えてくだ
さい。




No. 業種 売上高 部署 職位（年齢） 性別 備考・設立年









年 設 立（ 親 会 社 は
1884年）。
3 プラント 4,000億円 研究開発 係長職（40代） 男 1881年設立。











6 化粧品 1,000億円 人事 担当（20代） 男 1981年設立。
7 精密 3.4兆円 人事 担当（20代） 女 1937年設立。





















回答結果を図 1 に示す。質問は 1 から 5 の 5 段階で回答するもので、「 1 .
全く実施していない」〜「 5 .積極的に実施している」のように設定した。

















的にお教えください」の回答結果を表 4 に示す。図 1 の結果と同様に、全
ての企業（10社）は取組を行っている。







































タイムの導入（ 7 － 9 月は通常 8 ：30－17：00だが、 8 ：00－16：15勤務になる）
が働き方改革以前から導入されている。また、正社員と非正規との格差是正とし
て、2020年 4 月から実施に向けて同一労働同一賃金に向けて社内で検討中である。





































































































































ントされている環境で働きがいを高めている〜　2018年 7 月12日 調






<https://www.mhlw.go.jp/content/000335765.pdf>（2019年 3 月20日 最
終閲覧）。

